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１．経営成績 

(１) 経営成績に関する分析 
  ①当連結会計年度の経営成績 

(単位：百万円) 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
増減率 
（％） 

売 上 高 13,697 14,481 5.7

営 業 利 益 149 296 98.6

経 常 利 益 191 336 75.6

当期純利益 130 186 42.7

 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や日本銀行の金融政策への期待から、円安が進行し株価の上

昇もありまして、輸出企業を中心に企業収益の改善が見られました。また、2020 年オリンピック・パラリンピックの開

催地が東京に決定し、建設・不動産業界などで活況を呈するなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方

で、原子力発電所の稼動停止によるエネルギーコストの上昇、原油価格高騰に伴うフィルム等の原材料の価格上昇、ま

た消費者の低価格志向は継続しており、当社及び当業界を取り巻く環境は引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のなか当社グループは、持続的成長と収益力の向上を図るべく、既存取引先の深耕及び新規取引先の

開拓に努めてまいりました。また、社内生産の効率化と外部協力会社の活用により、お客様の要望される納期にお届け

することを第一に、製販一体となって活動してまいりました。 

この結果、売上高は144億８千１百万円（前期比5.7％増）、損益面では、営業利益２億９千６百万円（前期比98.6％増）、

経常利益３億３千６百万円（前期比75.6％増）、当期純利益１億８千６百万円（前期比42.7％増）となりました。 

 

製品別の業績は次のとおりであります。 

（複合フィルム） 

  前連結会計年度は、東日本大震災を要因とする受注増の反動から、国内既存得意先の在庫調整などあり受注が減少し

ましたが、当連結会計年度は、お客様の要望される製品納期の遵守を第一に製販一体となって新版の獲得に努めたこと

により、前連結会計年度に比べ売上高は６億９千６百万円増加し93億３千３百万円（前期比8.1％増）となりました。 

 

（単体フィルム） 

  当連結会計年度は、価格競争から若干受注が減少し、前連結会計年度に比べ売上高は５百万円減少し13億８千１百万

円（前期比0.4％減）となりました。 

 

（容    器） 

  海外向けの寿司・惣菜等のトレーが好調に推移し、また国内においても食品用容器が期末にかけて売上に寄与したこ

とにより、前連結会計年度に比べ売上高は１億６百万円増加し10億６百万円（前期比11.8％増）となりました。 

 

（そ  の  他） 

   前連結会計年度は、国内農産物の出荷用設備機器工事の受注により増加しましたが、当連結会計年度は、海外向けの

機械輸出は比較的好調に推移しましたが、国内食品メーカー向け包装機械や関連する検査機器の受注が低調であり、農

産物関係の設備機器受注も少なかったことにより、前連結会計年度に比べ売上高は１千４百万円減少し 27 億５千９百

万円（前期比 0.5％減）となりました。 
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②次期の見通し 

   次期の見通しにつきましては、政府・日本銀行の各施策により国内経済に回復の兆しは見えるものの、円安による原

油価格の高騰、消費税増税に関連した駆け込み需要の反動による消費の冷え込みなど、依然として先行きは不透明であ

ります。 

このような状況のもと、収益の維持拡大のためには、販売面では「直進くん」、「クリスタルノン PF」などの特徴のあ

る製品の拡販と、当社独自の技術を駆使した新製品や、容器・包装機械・検査機器・物流機器などのご提案のほか、パ

ッケージデザイン提案などで、お客様のお役に立つことが必須であると考えております。また、生産面ではグループ全

体の工場稼動の効率化と原価低減をさらに進め、外部委託先とも協力しながら、市場での競争に打ち勝つ納期・品質・

価格を実現していかなければならないと考えております。 

次期の業績といたしましては、売上高 147 億９千万円、営業利益３億２千万円、経常利益３億６千万円、当期純利益

２億１千万円を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

  ①資産、負債及び純資産の状況 

   当連結会計年度末の総資産は、110 億４千７百万円となり、前連結会計年度と比較して８億２百万円の増加となりま

した。 

流動資産につきましては、61 億円となり、前連結会計年度と比較して８億７千９百万円の増加となりました。この主

な要因は、受取手形及び売掛金や現金及び預金の増加によるものであります。 

負債につきましては、71 億６千４百万円となり、前連結会計年度と比較して６億２千６百万円の増加となりました。

この主な要因は、支払手形及び買掛金並びに未払金の増加などによります。 

   純資産につきましては、38億８千２百万円となり、前連結会計年度と比較して１億７千５百万円の増加となりました。

この主な要因は利益剰余金の増加などによるものであります。 
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  ②キャッシュ・フローの状況 

                                        （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

営業活動によるキャッシュ・フロー 436 687

投資活動によるキャッシュ・フロー △206 △327

財務活動によるキャッシュ・フロー △137 △71

現金及び現金同等物の期末残高 1,274 1,571

 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の連結会計年度末残高は、期首残高より２億９千６百万円増加し 15 億７千１

百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローについては、主に減価償却費や税金等調整前当期純利益、

仕入債務及び未払金の増加による収入が売上債権及び棚卸資産の増加による支出を上回り、６億８千７百万円の増加（前

連結会計年度比２億５千万円増）となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローについては、主に有形固定資産の取得による支出により３

億２千７百万円の減少（前連結会計年度比１億２千１百万円減）となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローについては、主に長期借入金の返済による支出により７千

１百万円の減少（前連結会計年度比６千５百万円増）となりました。 

 

  キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 22 年 
2 月期 

平成 23 年 
2 月期 

平成 24 年 
2 月期 

平成 25 年 
2 月期 

平成 26 年 
2 月期 

自己資本比率（％） 28.8 32.6 33.7 36.2 35.1

時価ベースの自己資本比率（％） 15.2 16.3 14.8 15.7 17.4

債務償還年数（年） 6.2 5.8 9.0 6.7 4.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 19.4 21.0 17.0 23.3 40.6

  自己資本比率（％）：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率（％）：株式時価総額／総資産 

  債務償還年数（年）：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  （注）1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

     2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

     3.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

すべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利

息の支払額を使用しております。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

    当社グループは、利益配分については、企業体質の強化と積極的な事業展開を図るために必要な内部留保の確保と

安定配当の継続を基本としております。 

    当期の配当につきましては、当社をとりまく環境が依然として厳しい折から、期末配当として１株当たり２円を予

定しております。 

    次期の配当につきましては、期末配当として１株当たり２円を予定しております。 
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２．企業集団の状況 

  当社及び子会社２社は、包装資材（複合フィルム及び単体フィルム）の製造販売並びに包装資材（複合フィルム、

単体フィルム及び容器等）の仕入販売を主な事業内容としております。 

当社グループの事業における当社及び関係会社の位置づけは、次のとおりであります。 

 

香港包装器材中心有限公司……単体フィルム及び容器等の香港及び中国地区における販売を主な事業内容として

おり、製商品の大部分は当社より購入しております。 

丸 東 印 刷 株 式 会 社……当社の複合フィルム製造の製袋工程の一部を担当しております。 

久 光 製 薬 株 式 会 社……医薬品の製造・販売を主な事業内容としており、複合フィルム、単体フィルム及

びその他の包装資材を当社より購入しております。 

凸 版 印 刷 株 式 会 社……情報・ネットワーク系事業、生活環境系事業及びエレクトロニクス系などの幅広い事業活

動を展開しており、当社と複合フィルム及び単体フィルム等の仕入販売及び複合フィルム

工程の一部の外注加工を行っております。 

 

  事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

得       意       先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      久光製薬（株）               香港包装器材中心有限公司 

 

 

        製品        製品          製品 

        商品        商品          商品 

 

                  

                                        

                          製 品        
 
凸版印刷（株） 

                           外注加工 
                            商 品 

当           社                                      

外注加工 
 

                                     外注加工 

丸東印刷（株） 

                      

 

 

 (注)     連結子会社       その他の関係会社 
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３．経営方針 

(１) 会社経営の基本方針 

当社グループは、「お客様第一主義」を基本理念とし、包装の機能を高め続けることで人類の豊かな生活に貢献する

ことが使命であると考えています。 

   

（２）目標とする経営指標 

    当社グループは、経営方針に基づき安定的かつ持続的な成長と利益の確保を経営目標としております。 

 

（３) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

国際的には、欧州経済危機については一服感がございますが、諸国の経済状況の動向が国内経済に大きく影響する

状況は継続的にございます。また、政府及び日本銀行のさまざまな施策により、国内経済に回復の兆しは見えるもの

の、消費税増税に伴う買い控えや消費の冷え込みの懸念、少子高齢化をはじめとした社会構造の変化に伴う需要変化

など、先行きは不透明であります。 

また、原油価格は、需給バランス及び為替レート等によりさらに上昇することが予想されます。石油化学製品であ

る樹脂やフィルム等を主材料としている当社及び当社の属する業界は、今後も予断を許さない状況が続くものと考え

ております。 

このような状況下で、収益の維持拡大のためには、販売面では当社独自の技術を駆使した製品で、お客様のお役に

立つことが必須であると考えております。また、生産面ではグループ全体での工場稼働率の向上と、原価低減を行い、

市場での競争に打ち勝つ納期・品質・価格を実現していかなければならないと考えております。 

今後は、安定した利益体質を基本とした事業展開を図るため、現在販売しております独自製品の「直進くん」や「ク

リスタルノンＰＦ」をさらに工夫して販売を強化し、次世代の機能性包装に対応した製品の開発につとめて、持続的

成長をできる経営基盤を築いてまいります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

   該当事項はありません。 
 
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
１．連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社 

連結子会社は、香港包装器材中心有限公司及び丸東印刷株式会社の２社であります｡ 

  (2) 非連結子会社 

    該当ありません。 

 ２．持分法の適用に関する事項 

   非連結子会社及び関連会社がないため、該当ありません。 

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

丸東印刷株式会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

香港包装器材中心有限公司の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書

類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行うこととしております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

  (1) 資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券 

      その他有価証券 

       時価のあるもの 

        連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

       時価のないもの 

        移動平均法による原価法によっております。 

   ② デリバティブ 

      時価法によっております。 

③ たな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品 ………………… 主として個別法 

製品 ………………… 総平均法 

仕掛品 ……………… 主として個別法 

原材料 ……………… 主として移動平均法 

貯蔵品 ……………… 最終仕入原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   24～38年 

機械装置及び運搬具   ８年 

        

      この変更による影響は、軽微であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づいております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとして算定する方法によっております。 

  (3) 引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
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② 賞与引当金 

     従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額により計上しております。 

   ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異366,332千円については、15年による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）によ

る按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より損益処理しております。 

   ④ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退任により支払う退職慰労金にあてるため、内規に基づく期末要支払額を計上しております。 

（4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

     外貨金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

     なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

   (5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなります。 

(6) 消費税等の会計処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示） 

  １.会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

   当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成25年３月１日以後に取得した有形固

定資産のうち定率法を採用するものにつき、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 
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（連結貸借対照表関係） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 前連結会計年度 

（平成 25 年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（平成 26 年 2月 28 日） 

 6,316,151 千円
 

6,655,725 千円
 

  ２.担保資産及び担保付債務 

 前連結会計年度 

（平成 25 年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（平成 26 年 2月 28 日） 

建物 

土地 

合計 

2,012,617 千円

1,009,476 千円

3,022,094 千円
 

1,882,620 千円

1,009,476 千円

2,892,097 千円

上記の資産は、短期借入金 1,640,186 千円及び長期借入金（１年内返済予定額を含む）61,420 千円並びに営業取引（根

抵当権極度額 500,000 千円）の担保に供しております。 

 

３.受取手形割引高 

 前連結会計年度 

（平成 25 年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（平成 26 年 2月 28 日） 

 330,209 千円
 

253,634 千円
 

 

 

 

（連結損益計算書関係） 

当期総製造費用に含まれる研究開発費 

 前連結会計年度 

（自 平成 24 年 3月 1 日 

  至 平成 25 年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 25 年 3月 1 日 

  至 平成 26 年 2月 28 日） 

 89,464 千円
 

94,413 千円
 

（連結包括利益計算書関係） 

  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 前連結会計年度 

（自 平成 24 年 3月 1 日 

  至 平成 25 年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 25 年 3月 1 日 

  至 平成 26 年 2月 28 日） 

その他有価証券評価差額金 

当期発生額 

組替調整額 

  税効果調整前 

  税効果額 

  その他の有価要件評価差額金 

為替換算調整勘定 

 当期発生額 

   その他包括利益合計 

 

135,469 千円

―

135,469

△47,730

87,739

13,026

100,765

千円

千円

千円

千円

 

千円

千円

 

 

△25,297

△109

△25,406

9,412

△15,994

37,597

21,603

千円

千円

千円

千円

千円

 

千円

千円
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

 

前連結会計年度（自 平成 24 年３月１日 至 平成 25 年２月 28 日） 

１．発行済株式に関する事項 

株 式 の 種 類 前連結会計年度末 増   加 減  少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 15,902,500 ― ― 15,902,500

 

２．自己株式に関する事項 

株 式 の 種 類 前連結会計年度末 増   加 減  少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 22,529 500 ― 23,029

（注）普通株式の自己株式の増加 500 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基  準  日 効 力 発 生 日 

平成 24 年５月 25 日

定 時 株 主 総 会 
普通株式 31,759 千円 ２円 平成 24 年２月 29 日 平成 24 年５月 28 日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決  議 株式の種類 配当の原資 
配当金 

の総額 

１株当た

り配当額
基  準  日 効 力 発 生 日 

平成 25 年５月 24 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 利益剰余金 31,758 千円 ２円 平成25年２月28日 平成 25 年５月 27 日

（注） 定時株主総会において決議予定の金額であります。 
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当連結会計年度（自 平成 25 年３月１日 至 平成 26 年２月 28 日） 

１．発行済株式に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増   加 減  少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 15,902,500 ― ― 15,902,500

 

２．自己株式に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増   加 減  少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 23,029 300 ― 23,329

（注）普通株式の自己株式の増加 300 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基  準  日 効 力 発 生 日 

平成 25 年５月 24 日

定 時 株 主 総 会 
普通株式 31,758 千円 ２円 平成 25 年２月 28 日 平成 25 年５月 27 日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決  議 株式の種類 配当の原資 
配当金 

の総額 

１株当た

り配当額
基  準  日 効 力 発 生 日 

平成 26 年５月 23 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 利益剰余金 31,758 千円 ２円 平成26年２月28日 平成 26 年５月 26 日

（注） 定時株主総会において決議予定の金額であります。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

 前連結会計年度 

（自 平成 24 年 3月 1 日 

  至 平成 25 年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 25 年 3月 1 日 

  至 平成 26 年 2月 28 日） 

 

現金及び預金勘定 

現金及び現金同等物 

 

1,274,969

1,274,969

千円

千円
 

 

1,571,126

1,571,126

千円

千円

 

 

 

 

（セグメント情報） 

前連結会計年度（自 平成 24 年 3月１日 至 平成 25 年 2月 28 日） 

  当社グループは、包装資材事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自 平成 25 年 3月１日 至 平成 26 年 2月 28 日） 

  当社グループは、包装資材事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（開示の省略） 

税効果会計関係、有価証券関係、退職給付関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくな

いと考えられるため、開示を省略しております。 

―　19　―

丸東産業株式会社（7894）平成26年２月期　決算短信



 

（１株当たり情報） 

項  目 

前連結会計年度 

（自 平成 24 年 3月 1 日 

   至 平成 25 年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 25 年 3月 1 日 

    至 平成 26 年 2月 28 日） 

１株当たり純資産額 233 円 44 銭 244 円 52 銭

１株当たり当期純利益 8 円 21 銭   11 円 72 銭

 潜在株式調整後1株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

 

（注）算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

 
前連結会計年度 

（平成 25年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（平成 26年 2月 28 日） 

純資産の部の合計額（千円） 3,706,877 3,882,777

普通株式に係る純資産額（千円） 3,706,877 3,882,777

差額の主な内訳（千円） 

 少数株主持分 ― ―

普通株式の発行済株式数（株） 15,902,500 15,902,500

普通株式の自己株式数（株） 23,029 23,329

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（株） 15,879,471 15,879,171

 

 ２．１株当たり当期純利益 

  

前連結会計年度 

（自 平成 24 年 3月 1 日 

    至 平成 25年 2月 28 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 25 年 3月 1 日 

    至 平成 26年 2月 28 日） 

当期純利益（千円） 130,406 186,086

普通株式に係る当期純利益（千円） 130,406 186,086

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 15,879,759 15,879,217

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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６．その他 
（１）役員の異動（平成 26 年５月 23 日付予定） 
①代表者の異動 
  該当事項はありません。 

 
②その他の役員の異動 
１．新任取締役候補 

       取締役総務本部長  尾 﨑 太 郎 （現 総務本部長） 
 

２．退任予定取締役 
       取締役（非常勤）  源 五 郎 丸 均  
 
    ３. 新任監査役候補 
       非常勤監査役    小 谷 友 一 郎（現 凸版印刷株式会社 取締役西日本事業本部副事業本部長） 
              
    ４. 退任予定監査役 
       非常勤監査役    矢 野 賢 司 
    
 
（２）その他 
   該当事項はありません。 
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